
第８ 産業保安行政

日常生活や産業活動に欠かすことのできない火薬類，高圧ガス・液化石油ガス及び電気による

事故や災害を未然に防止することを目的に，許可・登録，検査・指導，保安意識の啓発及び免状

交付等の事務を行っている。

併せて，一般社団法人宮城県ＬＰガス協会や一般社団法人宮城県火薬類保安協会等の産業保安

関係団体と連携し，事故や災害の防止と公共の安全の確保に努めている。

なお，火薬類取締法に係る許認可，検査等の事務（免状交付に係るものを除く）権限は，「事

務処理の特例に関する条例」（平成 11 年宮城県条例第 54 号）に基づき，平成 14 年度から各市町

村（実務は消防本部(局)）に移譲され，さらに平成 29 年度からは，「地域の自主性及び自立性を

高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成 27 年法律第 50 号）

（第５次地方分権一括法）に基づき，仙台市内の事業者にかかる事務処理権限が仙台市に移譲さ

れた。

また，高圧ガス保安法及び液化石油ガス法に係る同事務（免状交付に係るものを除く）につい

ては，平成 18 年度から仙台市に，平成 21 年度からは登米市にそれぞれ権限を移譲している。

電気用品安全法に係る販売事業者への立入検査事務は，各市町村で行っている。

産業保安行政の体系は以下のとおりである。

＜産業保安行政体系図＞

火薬類の保安対策

指導取り締り

製造・販売等の許可（猟銃等に係るものを含む）

譲受・消費等の許可

保安検査，立入検査（猟銃等に係るものを含む）

保安意識の高揚

保安責任者等への保安教育の実施

火薬類危害予防週間等における諸事業の実施

消費者に対する啓発及び保安功労者の表彰

自主保安体制の確立
危害予防規程の認可，保安教育計画の認可

定期自主検査の実施指導

保安責任者免状の交付

高圧ガスの保安対策

指導取り締り

製造・貯蔵等の許可，登録等

保安検査，立入検査，完成検査

高圧ガス積載車両路上取締り

保安意識の高揚

保安責任者等への保安教育の実施

高圧ガス保安活動促進週間等における諸事業の実施

消費者に対する啓発及び保安功労者の表彰

自主保安体制の確立
危害予防規程の届出受理

定期自主検査の実施指導

保安責任者免状等の交付（平成 18 年度より外部委託）

電気工作物の保安確保

電気工事業者の適正な

業務の確保及び工事の

欠陥による災害の防止

電気工事業者の登録

電気工事業者への立入検査

電気工事士免状の交付（平成 18 年度より外部委託）

電気用品の安全性確保
電気用品による危険

及び障害の発生防止
電気用品販売事業者への立入検査
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１ 火薬類・猟銃保安

（１）火薬類・猟銃等規制の目的

火薬類等は，爆発や火災等の潜在的危険性を有しているため，「火薬類取締法」及び「武器等製造法」に

基づき，火薬類の製造，販売，貯蔵，消費及び猟銃等の製造，販売等を規制し，災害の防止と公共の安全を

確保することを目的としている。

（２）火薬類・猟銃等関係事業所（製造，販売，貯蔵等）の現状

「火薬類取締法」及び「武器等製造法」に基づく製造，販売等の許可事業所数は，表１－１，１－２のと

おりである。

        表１－１ 火薬類事業所数等【市町村長に権限移譲】  （平成29年3月31日現在）

製 造 業 者（ 煙

火 類 ）
販    売    業    者 火     薬     庫 庫 外 貯 蔵 所

打上

仕掛

がん

具

打上・

仕掛

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ
小  
計

１

級

２

級

３

級

実

包

煙

火

が

ん

具

導

火

線

水

蓄

小  
計

販

売

業

者

委

託

貯

蔵

土木

業者

その

他
がん

具兼

業

仙南消防本部 1 0 0 0 2 0 3 0 0 1 2 8 8 0 0 0 1 0 0 0 9 3 0 0 1

仙台市消防局 1 0 0 0 5 0 1 0 0 0 5 11 22 0 0 0 0 0 0 0 22 4 0 0 13

名取市消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0 0 3 0 0 0 2

岩沼市消防本部 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 4 0 0 0 4 0 0 0 3

亘理消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

塩釜消防本部 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 1 4 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2 0 0 8

黒川消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大崎消防本部 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 4 0 0 0 1 1 0 0 0 2 4 0 0 1

栗原市消防本部 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0

登米市消防本部 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 1 5 6 0 0 1 1 0 0 0 8 4 0 0 0

石巻消防本部 0 0 0 0 2 0 0 2 0 1 5 10 3 0 0 0 1 1 0 0 5 3 0 0 1

気仙沼消防本部 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 3 2 0 0 1 1 0 0 0 4 2 0 0 0

県合計 4 0 0 0 13 1 7 6 0 4 19 50 43 0 2 3 10 1 0 0 59 23 0 0 29

※１ 販売業者のＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ，Ｈ欄は、それぞれ、以下の内容をさす。
Ａ 火薬（猟用火薬を除く。）又は爆薬を販売するもの
Ｂ 火薬・爆薬及び火工品、火薬及び火工品又は爆薬及び火工品を販売するもの
Ｃ 火工品（船舶用火工品・建設用びょう打ち銃用空包・実包及び煙火を単独で販売している場合を除く。）
Ｄ 実包又は猟用火薬（猟用の無煙火薬と黒色火薬）を販売するもの
Ｅ 船舶用火工品を販売するもの
Ｆ 建設用びょう打ち銃用空包を販売するもの
Ｇ 煙火を販売するもの
Ｈ 競技用紙雷管を販売するもの

※２ １級～３級火薬庫の定義は以下のとおりである。
１級 最も本格的なもので，比較的多量の火薬類を貯蔵する恒久的なもの。
２級 土木工事その他の事業に使用される火薬類をその事業の間貯蔵するもの。
３級 少量の火薬類を貯蔵する恒久的なもので，爆薬と火工品を同時に貯蔵する場合には隔壁により区分しなければならない。
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表１－２ 猟銃等製造販売事業所数(平成29年3月31日現在）

（３）火薬類・猟銃等関係許可等件数

「火薬類取締法」及び「武器等製造法」に基づく平成28年度の許可件数は，表２－１,表２－２のとおり

である。

表２-１ 火薬類許可件数【市町村長に権限委譲】  (平成28年度）

表２－２ 猟銃等許可件数   (平成28年度）

許認可等区分 件数

猟銃等製造許可(移転を含む) 0

猟銃等販売許可(移転を含む) 0

（４）免状の交付

平成28年度の火薬類保安責任者免状交付件数は，表３のとおりである。

表３ 火薬類取扱（製造）保安責任者免状交付件数  (平成28年度）

免状種別 免状交付 免状再交付 免状書換 計

甲種取扱保安責任者 65 5 0 70

乙種取扱保安責任者 14 1 0 15

丙種製造保安責任者 1 1 0 2

計 80 7 0 87

甲種取扱・・・火薬庫において火薬を貯蔵する場合、火薬類の消費場所（発破現場など）において火薬類

を消費する際に、法の規程に基づいて種々の保安に関する職務を行う。

乙種取扱・・・甲種と乙種とは、火薬類の貯蔵合計量（乙種は年間に20t未満に限定）又は消費合計量

（乙種は1ヶ月に1t未満に限定）により、火薬類取扱保安責任者への選任資格が異なる。

丙種製造・・・煙火等の製造数量が１日300kg未満の製造工場で火薬類製造保安責任者の選任資格を有する。

事業所区分 事業所数

製  造 0

製造・販売 6

販  売 3

計 9

許認可等区分 件数 許認可等区分 件数

火薬類製造営業許可 0 火薬類輸入許可 0

火薬類販売営業許可 3 火薬庫外貯蔵所指示 13

火薬庫設置許可 0 危害予防規程の認可 0

火薬類譲渡許可 11 保安教育計画認可 15

火薬類譲受許可 123 製造施設完成検査 0

火薬類消費許可 240 火薬庫完成検査 1
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（５）立入検査等

火薬類消費場所等に立入り，「火薬類の保安管理，取扱基準の遵守」及び「盗難防止設備等の維持管理」

の状況を検査するため，立入検査を行っている。

火薬類製造施設及び火薬庫について，その位置，構造及び設備等が技術上の基準に適合しているかについ

て保安検査を行っている。

平成28年度に実施した検査件数は，表４のとおりである。

表４ 火薬類保安検査等実施件数【市町村に権限委譲】      (平成28年度)

煙火製造所 火薬庫 販売所 消費場所 庫外貯蔵所 計

立入検査 5 44 51 179 38 317

保安検査 4 40 - - - 44

また，猟銃等製造販売事業者のすべてに対し，銃の適正な保管管理及び取扱の状況を確認するため，立入

検査を行っている。

（６）各種講習会の実施状況

（一社）宮城県火薬類保安協会の主催する火薬類取扱者を対象とした各種保安講習会に講師を派遣し，保

安意識の高揚と事故防止の徹底を図った。平成28年度の実施状況は，表５のとおりである。

表５ 講習会受講者数          （平成28年度）

講習区分 実施回数 受講者数

火薬類保安講習会（保安責任者等） 11 456

発破技術講習会 1 78

計 12 534

（７）火薬類事故の発生状況

平成23年からの火薬類による事故の発生状況は，表６のとおりである。

表６ 火薬類事故関係発生状況（経年変化）

     年次

区分
平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

件数 0 2 2 6 4 1

死者数 0 0 0 0 0 0

負傷者数 0 2 0 1 2 0
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２ 高圧ガス保安

（１）高圧ガス規制の目的

高圧ガスは，爆発や火災等の潜在的危険性を有しているため，「高圧ガス保安法」及び「液化

石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に基づき，製造，販売，貯蔵，消費等を

規制し，災害の防止と公共の安全を確保することを目的としている。

（２）高圧ガス関係事業所（製造，販売，貯蔵，消費）の現状（仙台市･登米市分を含む）

「高圧ガス保安法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に基づ

く製造，販売，貯蔵，消費等の許可及び届出事業所数は，表７のとおりである。

なお，ガスの種類別高圧ガス製造事業所数は，表８のとおりである。

表７ 高圧ガス関係事業所数   (平成 29 年 3月 31 日現在）
管内

事業所区分
大河原 仙台 大崎 栗原 登米 石巻 気仙沼 計

製 造

事業所

第一種

一般高圧ガス 18 74 6 6 2 14 3 123

冷凍 10 57 4 1 2 57 31 162

液化石油ガス 7 33 11 2 6 9 5 73

計 35 164 21 9 10 80 39 358

第二種

一般高圧ガス 36 172 25 13 6 20 15 287

冷凍 131 726 111 45 34 251 104 1,402

液化石油ガス 0 1 0 1 0 0 1 3

計 167 899 136 59 40 271 120 1,692

コンビ則 0 3 0 0 0 0 0 3

計 202 1,066 157 68 50 351 159 2,053

販 売

事業所

高圧ガス

保安法

一般高圧ガス 28 477 36 14 10 74 41 680

液化石油ガス 51 124 55 18 14 51 26 339

液化石油

ガス法

販売事業者数 66 191 77 32 27 71 42 506

特定供給設備 3 15 1 2 2 3 3 29

貯蔵所

第一種

一般高圧ガス 9 46 3 2 0 9 2 71

液化石油ガス 8 16 6 4 3 3 0 40

計 17 62 9 6 3 12 2 111

第二種

一般高圧ガス 15 139 11 8 4 11 6 194

液化石油ガス 1 3 3 2 0 0 1 10

計 16 140 14 11 4 11 7 203

計 33 202 23 17 7 23 9 314

特定消費

事業所

一般高圧ガス 11 45 5 5 2 12 1 81

液化石油ガス 6 13 6 5 2 2 1 35

計 17 58 11 10 4 14 2 116

容器検査所 3 28 2 0 0 1 1 35
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表８ ガスの種類別高圧ガス製造事業所数

(1) 一般高圧ガス関係  (平成 29 年 3月 31 日現在)

区分

ガスの種類
第一種 第二種

空気 15 45

酸素 43 91

アセチレン 1 0

窒素 76 117

水素 2 3

炭酸ガス 46 21

フロンガス 6 23

アンモニア 1 0

塩素 1 0

六フッ化硫黄 1 0

天然ガス 7 2

石油精製 1 0

その他 29 33

計 229 335

(注）同一事業所で 2種類以上の高圧ガスの製造を行っている場合あり。

(2) 冷凍関係  (平成 29 年 3月 31 日現在)

区分

ガスの種類
第一種 第二種

フルオロカーボン 110 1,212

アンモニア 55 91

二酸化炭素 33 114

計 198 1,417

     (注）同一事業所で 2種類の高圧ガスの製造を行っている場合あり。

（３）高圧ガス関係許可・届出件数

平成 28 年度における「高圧ガス保安法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に

関する法律」に基づく許可・届出件数は，表９のとおりである。

表９ 高圧ガス関係許可・届出件数  (平成 28 年度)

許可等区分

ガス区分

許可 登録・認定・届出

製造 貯蔵 製造 貯蔵 特定消費 販売 保安機関

新規 変更 新規 変更 新規 変更 新規 変更 新規 変更 新規 新規 更新

一般高圧ガス 8 19 0 1 7 6 10 2 0 13 14 - -

冷凍 13 4 - - 40 5 - - - - 0 - -

液化石油ガ

ス

高保法 0 26 1 1 0 0 1 3 2 4 6 - -

液石法 6 2 0 0 - - - - - - 1 1 3

コンビ則 0 11 - - - - - - - - - - -

計 27 62 1 2 47 11 11 5 2 17 21 1 3
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（４）免状の交付

平成 28 年度の高圧ガス製造保安責任者，高圧ガス販売主任者等に係る免状の交付件数は，表

１０のとおりである。

表１０ 免状交付件数 (平成 28 年度)

免状の種類
乙種

化学

丙種化学
乙種

機械

冷凍機械 販売主任者
液化石油

ガス設備士液石

丙化

特別

丙化

第 2

種

第 3

種

第 1

種

第 2

種

交付件数 12 47 63 26 20 95 45 140 71

（５）立入検査等

１ 「高圧ガス保安法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に基

づく許可を受けた事業所は，完成検査又は使用前検査に合格した後でなければ、施設を使用し

てはならないこととされており，これらの規定に基づく検査を適宜行っている。

２ 第 1 種製造事業所について，施設の位置，構造及び設備が技術上の基準に適合しているかに

ついて検査するため，定期的に保安検査を行っている。

３ 災害の発生防止のため，製造，販売事業所に対して毎年度立入検査を実施し帳簿書類を検査

している。

４ 高圧ガス運搬車両については，毎年度関係機関と協力の上，取締・指導を行っている。

平成 28 年度に実施した検査件数は，表１１のとおりである。

表１１ 保安検査等実施件数   (平成 28 年度)

検査区分

事業所区分
保安検査 完成検査 立入検査

移動車両

検査

製造所

一般高圧ガス 21 23 41 -

冷凍 0 0 6 -

液化石油ガス
高保法 1 22 27 -

液石法 1(3) 8(8) 9(11) -

コンビ則 0 0 0 -

販売所

一般高圧ガス - - 1 -

液化石油ガス
高保法 - - 49 -

液石法 - - 86 -

貯蔵所 - 8 12 -

移動車両
タンクローリー - - - 10

バラ積み - - - 20

容器検査所 - - 9 -

消費場所
特定消費 - - 19 -

その他 - - 0 -

その他 - - 0 -

計 23(3) 61(8) 259(11) 30

※液石法の欄の（  ）内は，充てん設備の台数。
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（６）各種講習会の実施状況

例年，「高圧ガス保安法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」

に基づく設備基準等の徹底と自主保安の確立による災害防止を図るため，各種講習会を実施して

おり，平成 28 年度の実施状況は，表１２のとおりである。

表１２ 講習会受講者数 (平成 28 年度)

講習会種類 実施回数 受講者数

高圧ガス製造事業所等関係 1 61

液化石油ガス販売事業関係 9 646

計 10 707

（７）高圧ガス事故の発生状況

高圧ガス関係の事故発生状況は表１３のとおりであり，平成 28 年の事故件数は 19 件と例年に

比べて減少した。平成 28 年に発生した事故の概要は，表１４，表１５のとおりである。

なお，液化石油ガスの区分において，一般消費者に係る事故の件数等は，括弧内の数値で示し

た。

表１３ 高圧ガス事故関係発生状況（経年変化）
年次

区分
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

液化石油

ガス

件数
26

(9)

25

(6)

20

(4)

51

(10)

25

(1)

10

(3)

8

(5)

8

(3)

10

(4)

7

(3)

死者数
0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

負傷者数
0

(0)

1

(1)

0

(0)

4

(4)

0

(0)

0

(0)

1

(1)

2

(2)

5

(3)

3

(0)

一般高圧

ガス

件数 14 17 16 17 20 15 10 7 3 7

死者数 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

負傷者数 3 2 0 1 1 5 0 0 0 1

冷凍

件数 1 0 2 1 9 0 1 1 7 4

死者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負傷者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計

件数
41

(9)

42

(6)

38

(4)

69

(10)

54

(1)

25

(3)

19

(5)

17

(5)

20

(4)

18

(3)

死者数
0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

1

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

負傷者数
3

(0)

3

(1)

0

(0)

5

(4)

1

(0)

5

(0)

1

(1)

2

(2)

5

(3)

4

(0)
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表１４ 平成 28 年 高 圧 ガ ス 事 故（主なもの）

No
発生

月日

市 町 村

発生場所

人身被害

事故の分類

ガスの種類

災害現象

事 故

原 因
事   故   概   要

1 3.7
大崎市

消費事業所

―

Ｃ級

アセチレン

火災

不良

行為

建設現場にて従業員が小さな爆発音を聞い

たため,確認したところ，保管していたア

セチレン容器及び酸素容器から火災が発生

しているのを発見した。大崎地域広域消防

及び宮城県警察の調査により，何者かがア

セチレン容器のバルブを開放し，接続先の

ゴムホースに着火，ゴムホース及び調整器

を焼損させ，さらにその熱でアセチレン容

器の溶栓が溶け，アセチレンガスが放出，

燃焼したものと判断された。なお，警察が

放火事件として捜査することとなった。

2 4.14
仙台市

製造事業所

―

Ｃ級

フロンガス

漏えい

腐食管

理不良

空調用冷凍機が定常運転中にもかかわらず

出力が上がらないことから，その原因につ

いて調査したところ，地下１階から屋上の

空気熱交換器につながる配管に１ｍｍ程度

のピンホールを発見したもの。当該配管は

断熱材被覆配管で冷房・暖房を一括で実施

している（同一配管で逆方向にガスを流す

ことで切換え）ため，断熱材被覆内にて結

露が生じ，鋼管表面が長時間湿潤状態とな

り,亜鉛層の喪失及び腐食減肉により腐食

孔を発生させたと推定される。

3 4.19
登米市

消費事業所

重傷１名

軽傷 1名

Ｃ級

ＬＰガス

漏えい・火災

誤操作

誤判断

工場内の内装改修工事中,撤去予定の配管

を誤り,閉止バルブを誤って取り外したこ

とでガスが漏れ,静電気の火花が引火した

とみられる火災が発生した。当該火災によ

り,工場内職員３名が負傷し,このうち１名

が重傷を負った。

表１５ 平成 28 年 液化石油ガス一般消費者等事故

No
発生

月日

市 町 村

発生場所

人身被害

事故の分類

災害現象

安全装置等の

状況

事 故

原 因
事   故   概   要

1 3.7

仙台市太白区

消費先

(私道上)

－

Ｃ級
漏えい

その他工

事事業者

の施工誤

り

水道工事事業者から供給管の撤去を依頼さ

れた都市ガス供給事業者が，自社の供給管

だと思い，縁切り・撤去工事を行った。そ

の際に微量のガスの漏えいを認めたがすぐ

に収まった。その後住民からガスが使用で

きないと液化石油ガス販売事業者へ問い合

わせがあったため調査したところ，バルク

供給設備の安全装置が作動しガスの供給が

停止していることを確認したもの。

2 5.25

気仙沼市

消費者宅

敷地内

－

Ｃ級
漏えい

消費者の

取り扱い

不備

消費者が自宅敷地内の除草作業をしていた

際，植物の根をツルハシで除去しようとし

たところ，埋設されていたガス供給用ポリ

エチレン管を直撃し破損したため，ガスが

漏えいしたもの。

3 11.10
仙台市青葉区

消費先

－

Ｃ級
漏えい

消費者の

容器接続

不備

消防に公園内でガス臭がすると通報があっ

たため，消防が調査したところ，営業を終

えた屋台内部に設置されていた液化石油ガ

ス容器(10kg)一本が結露しているのを発見

したもの。
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３ 電気工事等保安

（１）電気工事等規制の目的

「電気工事業の業務の適正化に関する法律」，「電気用品安全法」及び「電気工事士法」に基

づき，電気工事業者の登録，電気用品販売業者の立入検査及び電気工事士免状交付を行うことに

より，電気工作物の保安を確保し，粗悪な電気用品による事故を防止するとともに，電気工事の

欠陥による災害発生の防止に寄与することを目的としている。

（２）電気関係事業者等の現状

「電気工事業の業務の適正化に関する法律」に基づく，県内の登録（みなし登録）電気工事業

者，通知（みなし通知）電気工事業者数は，表１６のとおりである。

表１６  電気関係事業者の状況  (平成 29 年 3月 31 日現在)

計

登録電気

工事業者

28 年度登録数 61

累計事業者数 836

累計営業所数 836

みなし登録

電気工事業者

28 年度届出数 30

累計事業者数 774

累計営業所数 785

通知電気

工事業者

28 年度通知数   0

累計事業者数   0

累計営業所数   0

みなし通知

電気工事業者

28 年度通知数   0

累計事業者数   7

累計営業所数   7

（３）免状の交付

「電気工事士法」に基づく第一種及び第二種電気工事士免状交付の状況は，表１７のとおりで

ある。

表１７  免状交付状況  (平成 28 年度)

免状の種類 内訳 試験合格者 認定者 資格講習者 計

第一種電気工事士 交付件数 204 15 0 219

免状の種類 内訳 試験合格者 認定者
養成施設

修了者
計

第二種電気工事士 交付件数 1,262 0 38 1,300
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（４）立入検査等

「電気工事業の業務の適正化に関する法律」及び「電気用品安全法」に基づく電気工事業者及

び電気用品販売業者に対する平成 28 年度の立入検査件数は，表１８，１９のとおりである。

表１８  電気工事業者立入検査等実施状況 (平成 28 年度）

種別 登録事業者
みなし登録事

業者
通知事業者

みなし通知事

業者

立入件数 90 99 － 1

表１９  電気用品販売事業者立入検査状況（市町村長に権限委譲）41 店舗 (平成 28 年度）

電気用品の区分 具体的な電気用品名 検査機種数

配線器具 延長コードセットなど     2,833

電熱器具 電気ストーブなど     475

電動力応用機械器具 電気掃除機など      252

光源及び光源応用機械器具 エル・イー・ディー・ランプなど       381

電子応用機械器具 テレビジョン受信機など    11

交流用電気機械器具 直流電源装置など        13

合        計 3,965
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